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インドにおける生成 AI 法令の全体像 

―関係法令の最新動向と日系企業の実務対応 

 

２０２６年６月 

 

１ はじめに 

 

2022 年 11 月、OpenAI 社より「ChatGPT-3.5」が公開されたことを契機に、AI 規制

に関する国際的議論が一変したことは記憶に新しく、IT 大国として名高いインドでもこの点は

例外ではありません。 

世界各国の法制面においても、想像を超えた AI の性能の高さ、及び生成 AI へのリスクの

懸念から、AI に関するルール作りが急速に進められています。中国では、2023 年 7 月 10

日に早くも「生成式人工知能サービス管理暫定弁法」が成立し、EU では、かねてより策定され

ていた法案が生成 AI を念頭に大幅に改定され、2024 年 5 月に「AI 規則」として成立しまし

た。米国では当初、事業者や業界団体等による自主規制を示唆する動きも見られましたが、そ

の後立法論が展開され、現時点では州レベルで複数の法案が成立しています。日本において

も、各省庁にて集中的な議論が行われ、ガイドラインや AI 関連法案等が検討・策定されていま

す。 

本ニュースレターでは、昨年 11 月にインド政府から公表された「AI ガバナンス・ガイドライン」

1（ 以下「本ガイドライン」といいます。）や最新の法令の動向に言及しつつ、実務的な視点から、

インドにおいて注目されている問題と現時点で日系企業が検討すべき事項について概観いた

します。 

  

2 インドにおける AI 規制の全体像 

 

(１) インド政府の AI ガバナンス方針 

ア． AI ガバナンス・ガイドラインの策定 

インド政府は、AI に関するインド特有の規制及びフレームワークを検討するため、首席科学

顧問2を議長とするアドバイザリーグループを組成し、その傘下の AI ガバナンス小委員会及び

電子情報技術省3 以下「MeitY」といいます。）によって設置された起草小委員会において、議

論を進めてきました。その結果、起草小委員会は報告書4（を作成し、MeitY が一般からの意見

 
1 「India（AI（Governance（Guidelines（–（Enabling（Safe（and（Trusted（AI（Innovation」 

https://static.pib.gov.in/WriteReadData/specificdocs/documents/2025/nov/doc202

5115685601.pdf 
2（ Principal（Scientific（Advisor 
3（Ministry（of（Electronics（and（Information（Technology 
4（ 「Report（on（AI（Governance（Guidelines（Development」 

https://static.pib.gov.in/WriteReadData/specificdocs/documents/2025/nov/doc2025115685601.pdf
https://static.pib.gov.in/WriteReadData/specificdocs/documents/2025/nov/doc2025115685601.pdf
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募集のためにこれを公表したところ、政府機関、学術機関、シンクタンク、業界団体、民間組織、

及び個人のステークホルダーから 2,500 件を超える意見が寄せられました。起草委員会は、

これらの意見を検討のうえ、改めてインド政府の AI ガバナンスに関する基本方針を示す重要

な政策文書として本ガイドラインを策定し、2025年 11 月にMeitY 名義にて公表しました。 

本ガイドラインでは、AI ガバナンスの重要指針として、以下の 7原則が掲げられています。 

 

① Trust（is（the（Foundation 信頼） 

② People（First 人間中心） 

③ Innovation（over（Restraint 規制より革新） 

④ Fairness（and（Equity 公正・公平） 

⑤ Accountability 説明責任） 

⑥ Understandable（by（Design 設計による理解可能性） 

⑦ Safety,（Resilience（and（Sustainability 安全性・強靭性・持続可能性） 

 

インドは、OECD 及び G７の共同声明により設立され、46 カ国が加盟する「AI に関するグ

ローバルパートナーシップ」5（にも参加しています。当該パートナーシップは、人間中心の考え方

に立ち「責任ある AI」の開発・利用を実現することが目的とされており、参加国においては基

本的価値が共有されているため、本ガイドラインの指針は、主要各国の考え方と重なるものが

多くなっています。 

本ガイドラインは、以上を前提としたうえで、事業者に対する自主規制指針として以下の対

応を推奨しています6。 

 

委員会は、インドにおいて AI システムの開発又は導入に関与するすべての者が、以下

の指針に従うことを推奨する。 

➢ AI システムに適用される可能性のある、情報技術、データ保護、著作権、消費者保

護、女性、児童、及びその他の脆弱なグループに対する犯罪に関する法律を含むが

これらに限定されない、インドのすべての法律及び規制を遵守すること。 

➢ 関連機関又はセクター別規制当局から求められた場合、適用される法令の遵守を証

明すること。 

➢ プライバシー及びセキュリティ、公平性、包摂性、非差別、透明性、並びにその他の技

術的・組織的措置を含む自主的な措置 原則、規範、基準）を採用すること。 

➢ AIに関連する被害の報告を可能にし、かつ、そのような問題が合理的な期間内に解

決されることを確保するための苦情処理メカニズムを構築すること。 

 
5（Global（Partnership（on（AI（  GPAI） 
6（本ガイドライン 42頁 
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➢ インドの状況を踏まえ、個人や社会への危害のリスクを評価した透明性レポートを公

表し、レポートに機密情報や専有情報が含まれる場合は、関連する規制当局と機密

保持の下でこれを共有すること。 

➢ プライバシー強化技術、機械学習のアンラーニング機能、アルゴリズム監査システ

ム、自動バイアス検出メカニズムなど、AI のリスクを軽減するための技術的・法的ソ

リューションの活用を検討すること。 

 

これらの指針については、ガイドラインに過ぎないため法的拘束力がなく、「推奨

 recommends）」とされていることから分かるように、あくまで AI のリスクを踏まえた自主

規制は各事業者の裁量に委ねられています。 

日本においては、2024 年 4 月に総務省と経済産業省の共同名義により「AI 事業者ガイド

ライン」7が公表されており、日本企業の多くは、当該ガイドラインを踏まえながら可能な範囲で

独自の社内ルールを策定し、生成 AI のリスクに対応しています。しかしながら、本ガイドライン

は、日本の「AI 事業者ガイドライン」と比較すると抽象的であり、そのまま社内ルールに落とし

込むことができるわけではないと思われます。そのため、現段階では、インド政府が求める大

まかな方針と捉え、インド子会社における社内ルール等を策定する際に参考とする程度の取扱

いが想定されます。 

 

イ． 生成 AI に関連する主要法令 

本ガイドラインにおいて、インド政府の AI ガバナンスの具体的な対応方針は、「委員会の現

在の評価では、AI から生じるリスクの多くは既存の法律を通じて対処可能である。…規制上

の抜け穴を迅速に特定し、的を絞った法改正や規制によって穴埋めを行うべきである。」8（と記

載されています。このように、インドにおいては、EU のごとく横断的な立法を行う方針は採用

されておらず、既存の法律の適用を検討しつつ、必要に応じて穴埋めとなる法改正・法整備を

行い、各事業者における自主的なリスク管理を促すという方針を採用していることから、日本

の対応方針と類似する点が多いと言えます9。 

本ガイドラインを踏まえた、インドにおいて生成 AI を巡る主要な論点、及び関係する法令等

については、以下が挙げられます。 

 

 
7（最新版は2026年3月公表の「AI 事業者ガイドライン 第 1.2 版）」 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ai_shakai_jisso/20260331_report.

html 
8（本ガイドライン 18頁 
9（日本においては、2025年 5月28日に「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律」が

成立し、同年９月１日に施行されたものの、同法の主たる適用対象は国や地方公共団体であり、同法が私企業

の企業法務に与える現実的影響は大きくありません。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ai_shakai_jisso/20260331_report.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ai_shakai_jisso/20260331_report.html
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➢ 1957年著作権法10 以下、単に「著作権法」、又は文脈に応じて「インド著作権法」と

いいます。） 

➢ 2000 年 IT 法11 以下、単に「IT 法」といいます。）及び関連規則 

➢ 人格権 Personality（Rights） 

➢ 2002 年競争法12 以下、単に「競争法」といいます。） 

➢ 2023 年個人データ保護法13 以下、単に「個人データ保護法」といいます。） 

 

著作権法については本ガイドラインにおいても AI ガバナンスの中心的課題とされています。

なお、IT 法及び関連規則については直近の改正事項もあるため、それぞれ下記 ２）及び ３）

にて詳述します。 

インドでは、人格権は、判例法上、氏名、肖像、容貌、声、その他の特徴的な個人的属性に対

する個人の独占的利益を包含し、無断の商業的利用 パブリシティ権の侵害）及び名誉や尊厳

を損なう不正流用 プライバシー権の侵害）の両方からこれを保護するものとして認められて

おり、日本の判例における肖像権 パブリシティ権及び狭義の肖像権）14（に相当するものと考え

られます。近時、AI 生成コンテンツを通じた著名人の氏名、肖像、声、及び容貌の無断使用等

を禁止する命令が発行されるなど、すでにインドでは人格権侵害に関する裁判所の先例的な

判断が示されています15。 

競争法については、AI アルゴリズムによる価格設定、自己優遇、パーソナライズド価格設定

等の競争法上の問題について、インド競争委員会16（から報告書17（が公表され、企業に対して自

己監査の実施が推奨されています。 

また、個人データ保護法については、詳細は別稿18（に譲りますが、取得する個人データにつ

いて生成 AI を通じた利用が想定される場合、同法に従い適切に同意取得を行う等の対応が

 
10（Copyright（Act,（1957 
11（ Information（Technology（Act,（2000 
12（Competition（Act,（2002 
13（Digital（Personal（Data（Protection（Act,（2023 
14（日本では、「パブリシティ権」は肖像・氏名等の経済的価値に由来する権利 最判平成24年2 月2日等）、

「狭義の肖像権」は「みだりにその容ぼう等を撮影されない自由」としてプライバシーに由来する権利 最判昭

和44年 12 月 24日等）として判例上確立されていますが、「肖像権」という場合、これらのいずれか、又は

これらを総称して示すことが一般的です。 
15（ Karan（Johar（v.（Ashok（Kumar（/（John（Doe（&（Ors.,（CS(COMM)（974/2025,（Delhi（High（

Court（(September（17,（2025)（ 、Hrithik（Roshan（v.（Ashok（Kumar（/（John（Doe（&（Ors.,（

CS(COMM)（1107/2025,（Delhi（High（Court（(October（2025)など 
16（Competition（Commission（of（India（  CCI） 
17（ 「Market（Study（on（Artificial（Intelligence（and（Competition」 

https://www.cci.gov.in/images/marketstudie/en/market-study-on-artificial-

intelligence-and-competition1759752172.pdf?utm_source=chatgpt.com 
18（ 「在インド日本国大使館主催（インド企業法務ニュースレター（Vol.2（インド法務の入口（―事例から学ぶデ

ジタル個人データ保護法」 

https://www.in.emb-japan.go.jp/files/100953230.pdf 

https://www.cci.gov.in/images/marketstudie/en/market-study-on-artificial-intelligence-and-competition1759752172.pdf?utm_source=chatgpt.com
https://www.cci.gov.in/images/marketstudie/en/market-study-on-artificial-intelligence-and-competition1759752172.pdf?utm_source=chatgpt.com
https://www.in.emb-japan.go.jp/files/100953230.pdf
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必要となり得ます。同法施行前の各社における準備の一環として、生成 AI における個人デー

タのユースケースについてはあらかじめ整理・特定することが望まれます。 

 

（２） 著作権法と生成 AI を巡る議論 

ア． 著作権法上の主要論点 

著作権と生成 AI の問題は、諸外国同様にインド国内においても盛んに議論されています。

多様な論点が存在しますが、日本と同様に、主要なものとして以下の３点が挙げられます。 

 

① 機械学習の適法性 

② コンテンツ生成 AI 生成コンテンツの利用）の適法性 

③ 生成コンテンツの著作物性・著作権帰属 

 

少なくとも現状において、日系企業が AI 生成コンテンツについてインド国内で積極的な権

利主張を行うことは考え難く 論点③）、企業法務において重要視される論点は、生成 AI の商

用利用を通じて第三者の著作権侵害を招来するか否かという点が想定されます 論点①及び

②）。 

このうち、論点①機械学習の適法性について、日本法では権利制限規定19の一つとして機械

学習を対象とした規定20（が存在するため、基本的には同条の適否の問題となり、結論として機

械学習は適法と判断されるケースが多いと思われます。他方、インド著作権法は、機械学習を

対象とした明確な権利制限規定が存在しないため、包括的な権利制限規定の一つであるいわ

ゆる「フェアディーリング Fair（Dealing）」規定21の成否が主に問題となります。同規定は、目

的要件さえ充足すれば広く著作物の利用を認めるものの、米国法上の「フェアユース Fair（

Use）」と比較すると柔軟性は低いとされています22（。インド国内では、自社の発信する記事を

機械学習に利用することが著作権侵害にあたるとして、インド大手通信社 ANI 社が OpenAI

社を相手方として提起した訴訟 以下「ANI 訴訟」といいます。）がデリー高等裁判所に係属し

ており23、重要な先例となる判決が下されることが期待されています。 

次に、論点②コンテンツ生成 AI生成コンテンツの利用）の適法性について、想定される問題

としては、AI 生成コンテンツが第三者の著作物に類似したものとなってしまった場合が考えら

れます。日本法では、当該 AI 生成コンテンツについて、第三者の著作物との間で法的な類似

性及び依拠性が充足されれば、原則として著作権侵害と判断される傾向にあります。依拠性

 
19（著作権の効力を個別に制限する規定を一般的に総称して、権利制限規定といいます。代表例としては、私

的使用目的の複製 日本国著作権法第30 条第 1項）など。 
20（日本国著作権法第30条の 4 
21（インド著作権法第52条 1） a） 
22（なお、本ガイドライン 22頁においては、フェアディーリング規定はいずれも適用されず、機械学習が著作

権侵害と判断される可能性が高いことが示唆されており、文言解釈上はそのように解さざるを得ないと考え

ます。 
23（ ANI（Media（Pvt.（Ltd.（v.（OpenAI（Inc.（&（Anr.,（CS(COMM)（1028/2024 
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 AI生成コンテンツが第三者著作物に依拠したか否か）の判断方法については、AIは人間と機

械の中間に位置づけられるという特殊性から様々な見解が考えられており、文部科学省の諮

問機関である文化審議会においても一定の考え方が示されています24（。インド著作権法につ

いては、類似性については「実質的類似性 substantial（similarity）」25、依拠性については

「接触可能性 access）」及び「独立創作 independent（creation）」といった概念にそれぞ

れ置き換えれば、日本法とほぼ同様の議論が妥当すると思われます26。 

 

イ． 機械学習に関する法改正の動向 

 著作権法を所管する産業国内取引促進局27（は「AI と著作権に関する専門家委員会」28（を設

置し、同委員会は 2025 年 12 月に報告書29を公表しました。同報告書においては、現行のイ

ンド著作権法の規定が生成AI実務への対処には不十分であることを前提に、主要各国におけ

る著作権と生成 AI・機械学習における法制を比較・評価したうえで、ハイブリッド・モデルを制

定する方針が提案されており、注目に値します。ハイブリッド・モデルとは、「著作者及び著作権

者に付与される法定報酬権」を伴う「強制的包括ライセンス」とする法制度であり、これはいわ

ゆる日本法における補償金付権利制限規定30とほぼ同義と考えて良いと思われます。 

同委員会が提案するハイブリッド・モデルの特徴は以下のとおりです。 

 

 
24（文化審議会著作権分科会法制度小委員会「AI（と著作権に関する考え方について」 令和６年３月１５日）33

頁。 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/pdf/94037901_01.pdf 

簡潔にいえばAI 利用者の認識やAI 学習データに含まれる著作物の類型によって依拠性の判断方法を調

整する考え方です。但し、この考え方は実務に適用することは容易ではないため、日本の生成AI実務におい

ては、「類似性」が認められる場合は「依拠性」については特段検討せず、著作権侵害 又はそのリスクあり）と判

断することが一般的です。 
25（ R.G.（Anand（v.（M/s（Delux（Films,（AIR（1978（SC（1613.など 
26（インドの訴訟実務において、「接触可能性 access）」は原告に、「独立創作 independent（creation）」

は被告に立証責任があるとの考え方が一般的ですが、「実質的類似性 substantial（similarity）」が認めら

れる場合にはこれらが問題となる事例は多くありません。また、論点②に関する前記の日本法上の議論は、私

的使用目的の複製 日本国著作権法第30 条第 1項）といった権利制限規定がいずれも適用されないことを

前提としていますが、インド著作権法においては、日本法と比較して許容される商用利用の範囲は広いとされ

ており、論点②においても、第52条 1） a） i）「研究を含む私的又は個人的な使用」として許容される余地が

あることにも留意する必要があります。なお、ANI 訴訟では、論点①のみならず、論点②についても争点とさ

れているため、その意味でも注目に値します。 
27（Department（for（Promotion（of（Industry（and（Internal（Trade 
28（Committee（of（Experts（on（Artificial（Intelligence（and（Copyright 
29（ 「Working（Paper（on（Generative（AI（and（Copyright（ONE（NATION（ONE（LICENSE（ONE（

PAYMENT（Balancing（AI（Innovation（and（Copyright」 

https://www.dpiit.gov.in/static/uploads/2025/12/ff266bbeed10c48e3479c941484

f3525.pdf 
30（補償金付権利制限規定とは、特定の著作物の利用行為について著作権の効力自体は制限しつつ、著作権

者には適切な金銭的な支払いを受ける権利 補償金請求権）を付与する法制度です 日本国著作権法第31条

第5項、同第 35条第２項など）。そして、補償金請求権を実効化するため、所管庁より指定を受けた管理団

体が著作権者に代わって補償金を徴収し、権利者へ分配する仕組みを構築することが一般的です。著作物の

流通を促進しつつ、権利者への対価還元を促す施策として日本でも近年まで注目されていました。 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/pdf/94037901_01.pdf
https://www.dpiit.gov.in/static/uploads/2025/12/ff266bbeed10c48e3479c941484f3525.pdf
https://www.dpiit.gov.in/static/uploads/2025/12/ff266bbeed10c48e3479c941484f3525.pdf
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➢ 権利者団体により構成される集中管理団体として、「AI トレーニング用著作権使用

料徴収団体31」 以下「CRCAT」といいます。）を設置し、CRCAT により法定報酬権

の対価が徴収されること。 

➢ 使用料率は、中央政府によって構成される料率設定委員会により決定されること。

同委員会は、政府高官、法務の専門家、金融又は経済の専門家、及び新興技術に関

する専門知識を持つ技術専門家 CRCAT 及び AI 事業者の代表者も含む）により

構成されること。 

➢ AI 事業者は、著作権使用料の支払いにあたり、機械学習に使用されたデータにつ

いて、中央政府によって規定される「十分に詳細な要約 Sufficiently（Detailed（

Summary）」 著作物の区分及び細分類、データの出所、データの性質等を含む）を

提出すること 透明性義務）。 

➢ CRCAT 加盟団体は、AI トレーニングに係る著作権使用料を目的とする「AI トレー

ニングロイヤルティ用作品データベース」を設置し、同加盟団体の会員であるかを問

わず作品を登録することができること。 

➢ CRCAT は受領した著作権使用料を CRCAT 加盟団体へ分配し、同加盟団体はこ

れを作品登録者へ分配すること。 

➢ 著作権使用料支払義務は、遡及適用されること。 

 

当該提案は、インド政府及び関係各団体において議論されている最中ですが、AI 政策を所

管する MeitY からは積極的な反応が示されており、提案の詳細・具体性からしても実現する

可能性は相当程度あると思われます32。 

 

（３） IT 法関連規則の改正と AI 規制の強化 

2021 年 IT 中間者ガイドライン及びデジタルメディア倫理規範）規則33 以下「本 IT 関連

規則」といいます。）は、インドにおける IＴ分野全般の規制を定める IT 法の下位法規です。

2026 年 2 月 10 日、MeitY は、AI 生成コンテンツに関する規制を大幅に強化するため、本

IT関連規則を改正し、同月20日に施行しました。この改正は、AI 生成の合成メディアに対処

 
31（Copyright（Royalties（Collective（for（AI（Training 
32（補償金付権利制限規定制度については、前記のとおり利用者と権利者の利益保護のバランスを取る仕組

みとして説明に合理性があり、立法化までは進めやすいとされています。しかし、指定管理団体の設置・人材確

保・指定、具体的な使用料の算出・決定・徴収、分配対象の特定、分配額の算出・決定・分配に至るまで、その実

現までの検討事項・処理事項が膨大であり、管理コストも計り知れません。筆者 呉竹）は、文化庁著作権課在

籍時に、日本法上の私的録音録画補償金制度 指定管理団体：ｓａｒａｈ）、授業目的公衆送信補償金制度 指定管

理団体：SARTRAS）の制度設計、実務運用等に関与しましたが、まさに「言うは易し、行うは難し」を体現した

法制度でした。インド著作権法における前記ハイブリッド・モデルについても、欧州のごとくある程度大雑把な

制度設計としない限りは、実際の徴収・分配の実現までに数年単位を要すると見込まれます。 
33（ Information（Technology（(Intermediary（Guidelines（and（Digital（Media（Ethics（Code)（

Rules,（2021 

https://www.meity.gov.in/static/uploads/2026/02/550681ab908f8afb135b0ad428

16a1c9.pdf 

https://www.meity.gov.in/static/uploads/2026/02/550681ab908f8afb135b0ad42816a1c9.pdf
https://www.meity.gov.in/static/uploads/2026/02/550681ab908f8afb135b0ad42816a1c9.pdf
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するインド初の明確な法的枠組みであり、従来は規制されていたプラットフォーム・クラウドサ

ービス等の媒介事業者 Intermediary。以下「媒介事業者」といいます。）等に対する包括的

な義務を定めるものです。 

本IT関連規則の改正における特徴として、AI生成コンテンツを想定し、合成生成情報34 以

下「SGI」といいます。）という定義が新たに設けられたことが挙げられます。SGI とは、コンピ

ュータリソースを用いて生成又は改変された、実際のものとして認識され得る音声、映像又は

音声映像コンテンツを指し、ディープフェイクやAI音声生成コンテンツがその典型例です。そし

て、媒介事業者のうち、SGI を生成・共有・媒介するサービス提供者に対して、以下のような義

務が導入され、要求されるデュー・デリジェンスの内容が拡充されました。 

 

➢ 違法な SGI ディープフェイク、非同意性的コンテンツ、偽文書等）の生成・拡散を防

止するため、合理的かつ適切な技術的措置を導入すること。 

➢ AI 生成コンテンツについて、利用者が認識できるよう、明示的なラベル表示を行う

こと。 

➢ SGIを生成したコンピュータリソースを特定可能とするため、メタデータや識別子情

報を埋め込むこと。 

➢ ラベル、メタデータ、識別子等について、削除・改ざん・無効化を可能にする機能を

提供しないこと。 

➢ 裁判所命令等に基づいて認定された違法コンテンツについては3時間以内に、非同

意性的コンテンツ等については 2 時間以内に削除その他の対応を行うこと。 

➢ 国内ユーザー数 500 万人以上の大規模 SNS事業者は、投稿コンテンツが SGI に

当たるかについてユーザー自身に申告させる仕組みを導入し、技術的検証体制を

整備すること。 

 

なお、重要な点として、本 IT関連規則は IT法に定める免責規定 セーフハーバー）35に紐づ

く規則という性質を有するということが挙げられます。すなわち、媒介事業者が第三者コンテ

ンツに関する免責を受けるためには、本 IT関連規則に基づき当該各媒介事業者に適用される

義務が履行されていることが前提となります36（。そのため、媒介事業者は、新設された上記の

義務のうち、当該媒介事業者に適用される義務に違反した場合は、当該セーフハーバーによる

保護を受けられないほか、第三者コンテンツについて民事・刑事責任を直接負う可能性があり

ます。 

 
34（ Synthetically（Generated（Information 
35（ IT 法第79 条。日本法の情報流通プラットフォーム対処法 旧プロバイダ責任制限法）第３条に定める免責

規定に類似します。 
36（ IT 法第79 条(2)(c) 
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本 IT関連規則については、適用される事業者は限定的であるものの、インドにおけるAI法

制としては代表的な改正事項であり、また、今やプラットフォーム・クラウドサービス事業者等

と関わりのない事業者は稀であると言えることから、直接の適用対象とならない企業におい

ても、その内容を把握しておくことが望まれます。 

 

３ 日系企業における実務対応のポイント 

 

（１） 日系企業が検討すべき視点 

前記のとおり、インドにおいて AI を規制する横断的な法令はなく、また、抽象度の高い本ガ

イドラインのみをもって日系企業における対応策を決定することはまだ難しい状況です。その

一方で、日本における現状の生成 AI 実務を踏まえ、日本における対応方法をベースとしなが

ら、日印における①法制度の差異及び②法的リテラシーの差異といった視点をそれぞれ考慮

して、検討の方向性を探ることが考えられます。 

 

（２） 想定される実務対応 

ア． 日印の法制度の差異（①） 

本ニュースレターをお読み頂いている多くの日系企業においては、生成 AI を社内の業務効

率化を目的として利用されることが予想されます。この場合、そもそも法的リスクは相対的に

低い場合が多いほか、そのリスクの大小については、 未確定な状況も相まって）日印において

大差はないと思われます。また、本ガイドラインを踏まえたインド国内における法改正等は、 著

作権法等の大きな改正予定を含め）検討中の段階であるため、まずは日本国内における社内

ルールをインド子会社にスライドさせることが一つの現実的な対応であると思われます。 

但し、以下のようなケースは、例外としてインド法を前提とした個別の対応策を検討する必

要があります。 

 

➢ インド国内で AI や学習データの開発を行ったり、AI サービス自体を提供する場合 

➢ IT 法や競争法など、インド固有の AI 関係法令が適用される事業者の場合 

➢ 業務効率化に限らず、AI 生成コンテンツの社外利用・販売等を行う事業者の場合 

➢ 日本本社と比較して、インド子会社において生成AIをより積極的に活用したい場合 

 

これらの場合は、適用される各種法令に詳しいインド法弁護士や、事業の内容次第では日本

国内の AI 実務に精通した日本法弁護士も交えて、インド国内における社内ルールについて、

日印双方の法制度を踏まえて慎重な検討を行う必要があります。 

 

イ． 日印の法的リテラシーの差異（②） 
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前記のとおり、多くの日系企業では、インド子会社において特別な対応を行う必要性は低く、

日本本社と同様の対応が現実的と思われます。一方で、インド子会社の従業員の多くがインド

人である場合、日本人従業員との法的リテラシーの差異については念のため留意する必要が

あります。 

例えば、インドにおいては大都市でも未だに街中で海賊版商品が販売されていたり、インタ

ーネット上で違法にアップロードされたコンテンツを閲覧する者も多いのが実情です。また、ロ

ーカルなレストランやスーパー等で、利用目的の説明がないまま電話番号の提供を求められた

経験を持つ駐在員も少なくないでしょう。インドにおいては、未だに知的財産権、プライバシー、

個人情報保護といった IＴ分野において重要とされる権利意識や法的リテラシーが不十分であ

ることが多いのが現状です。そのため、日本人従業員と比較すると、インド人従業員は、AI を

利用する際のリスクを意識できないとか、そもそも関心がないといった場合も十分に想定され

ます。 

AI 利用に伴うリスク管理は、最終的には会社ではなく利用者、すなわち従業員自身の判断

に依存するため、このような法的リテラシーの差異を踏まえて、インドにおける社内ルール設計

を検討することも重要と考えられます。 

 

４ むすび 

 

インドにおける生成 AI を巡る議論は、本ガイドラインの策定を皮切りにまだまだ始まったば

かりであり、今後も法改正や政府の動きが活発化することが予想されます。特に、著作権法改

正の動向や IT 法関連規則の運用については、今後数年間で大きな変化が生じる可能性があ

り、引き続き動向を見守る必要があります。本ニュースレターでは、これらの議論に引き続き注

視しながら、今回割愛した内容も含め、今後もインド国内の日系企業及びインド市場進出を検

討する日系企業に向けて、有意義な情報を発信していきたいと考えています。 

 

５ バックナンバー 

 

過去のニュースレターは、在インド日本国大使館ウェブサイトよりご確認いただけます。 
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インド法務の入口―インド知的財産制度の特徴 

◆インド企業法務ニュースレター（Vol.6 

インドのカーボン・クレジット取引制度の徹底解説―インド環境法セミナーの振り返りを兼ね
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◆インド企業法務ニュースレター（Vol.7 

BIS 規制の徹底解説―認証取得・通関・工場監査の実務対応 

https://www.in.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00978.html
https://www.in.emb-japan.go.jp/files/101010039.pdf
https://www.in.emb-japan.go.jp/files/101019694.pdf
https://www.in.emb-japan.go.jp/files/101019694.pdf
https://www.in.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_01520.html
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本ニュースレターは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の状

況に応じ、インド法弁護士の適切な助言を求めていただく必要があります。また、本ニュースレ

ターに記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、在インド日本国大使館又は執筆者が所

属する事務所等の見解ではありません。 
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